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大学 ICT推進協議会

提言

多様な教育研究活動の高度化を支える大学 ICT基盤の

集約化・共通化・協働化
～コロナ時代における大学のデジタルトランスフォーメーションに向けて～

　大学における情報環境は，1970 年代の大型計算機の導入に始まり，1980 年代には汎用
機による情報処理教育の利用へと展開した．そして，1990 年代には爆発的に普及したイ
ンターネットを教育研究活動に活用するための整備が始まり，2000 年代に入って大学に
おけるミッションクリティカルな情報基盤へと成長した．こうした歴史的な経緯の中で，
大学の情報基盤系センターや情報系本部組織が，全学的な情報環境整備の中核を担うよう
になり，情報通信技術（ICT）利活用の実践や経験を共有する場として，2010 年 12 月に
大学 ICT 推進協議会が設立された．
　全学的に必要とされる情報環境の整備は，ネットワーク基盤の有線から無線へのシフト
や，サーバ基盤の仮想化・クラウド化など，目まぐるしく変わるテクノロジへの対応が迫
られている．また，スマートフォンやタブレット等の登場によりユーザ利用環境が大きく
変わるとともに，その技術や利用できるサービスが更新されるスピードも増している．そ
のため，情報環境の陳腐化を避けるためには，定期的な設備更新にとどまらず，継続的な
機能向上と増大するユーザサポートへの対応が求められている．しかしながら，学生数の
減少による収入減や，高等教育機関に国から配分される資金は漸進的な削減が続くという
状況の中，大学の情報環境整備は人材・予算の両面において危機的な状況に陥っている．
　特に，専門的知識を持った人材が必要とされる情報環境整備において，それを担うべき
若手教員や専門家の不足は著しい．現場では，日々発生する情報セキュリティ脅威への対
応に追われるうえ，ICT革新への追従の遅れや，ミッションクリティカルな情報環境を研
究開発の対象とすることへの制約により，知的好奇心に溢れた若手教員や専門家が参加し
たいと思える魅力的な職務を与えられていない．また，情報環境の整備という大学運営に
とって重要な課題に取り組む教員や職員に対し，適正な評価とキャリアパスが与えられて
いない．優秀な人材確保への活路が断たれた現状は，将来の教育力や研究力の弱体化を，
自ら導いていっていると言っても過言ではない．新型コロナウイルスへの対策として大学
運営における ICTへの依存が急速に高まり大学におけるデジタルトランスフォーメー
ション（Digital Transformation，以下「DX」という）が本格的に始まろうとしている．
その中で，我々はこれまでの情報環境整備の限界を乗り越えるためのパラダイムシフトを
必要としている．
　その鍵は，ICT のスケーラビリティを効果的に活用する新たな仕組みへの脱皮を進め
るための「集約化」「共通化」「協働化」である．本提言では，コロナ禍を克服した 2030

年の大学情報環境を見通しながら，各大学および我が国の学術情報基盤整備に関わる政策
立案者が大学情報環境の集約化・共通化・協働化を推進し，これからの大学DXを推進す
るための人材育成と大学情報環境整備のあり方を提言する．

1

Administrator
スタンプ



1 2030年における大学情報環境

　教育研究活動の多様化と高度化のため，縦割り化しやすい大学組織において，ICT 基
盤を学内・地域内・国内の様々なレベルで集約化・共通化・協働化すべきである．また，
集約化・共通化・協働化による効率化の結果として生み出される新たな人的・財政的なリ
ソースを，共通課題に共同で投資できる仕組みづくりが必要である．これにより，現在
我々が直面している限界を打破し，大学情報環境整備の新たなパラダイムを目指すべきで
ある．以下では，「2030 年の大学情報環境」を未来予想図として記すことで，我々が目指
すべき未来とその展望を述べる．

2030年の大学情報環境

1. 運営母体としての大学間協働事業体： 情報環境整備の集約化・共通化・協働化が実
現され，その運営母体としての大学間協働事業体が地域別・機能別に運営されてい
る．各大学が提供するサービスは，国立情報学研究所が提供する全国レベルでの
サービスに加え，民間企業が提供するサービス群ともオープンスタンダードに基づ
いて連携可能である．利用者は主体的に必要なサービスを取捨選択でき，効果的に
活用することができる．

2. 大学経営における柔軟な情報戦略： 変化の激しい時代に即応するためには，自学の
情報環境の現状とその上で行われている教育研究活動を正しく把握し，あるべき姿
を常に戦略的に描くことが求められる．各大学ではエンタープライズアーキテク
チャなどの考え方を採用し，組織全体の ICT環境や係る業務を共通化している．得
られる知見やデータは，大学の戦略立案に活用されるとともに，大学間で相互参照
しながら改善に向けた議論の場が整備されている．

3. ICT 人材・キャリアパスの多層化： 大学間だけでなく ICT に係る民間企業との人
材環流が進み，従来にはなかった博士号を有する「リサーチエンジニア」と呼ばれ
る新しい職種が生まれている．各大学の ICT基盤を支える人材がより豊富な経験を
積み大学間で知見を共有し，国内外の研究開発コミュニティとも繋がった結果，大
学全体の ICT環境の改善が継続的に推進されている．CIOやリサーチエンジニア
だけでなく，利用者支援人材を含む ICT 環境整備に必要となる様々な人材ポート
フォリオが整備されている．その結果，大学や企業を渡り歩きながらキャリアアッ
プする組織的に裏打ちされたキャリアパス等，多様な人材が育成されるキャリアパ
スが形成されている．

4. 国際通用性の担保： 国際的なオープンスタンダードとオープンソースの活用は，複
雑化するクラウド時代において，インテグレーションコストを抑えるとともにシス
テム間の効果的な連携を実現するために不可欠な方策として情報戦略から具体的な
実装まで浸透している．大学の情報環境整備における様々な問題や改良は，オープ
ンスタンダードやオープンソースにフィードバックされ品質や機能向上に貢献して
いる．日本の大学情報環境は諸外国から高く評価されるようになり，人材交流も活
発化し，さらに大学情報環境の国際化が進むという好循環が形成されている．
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2 各大学への提言

　先進諸国と比べて相対的に低い大学・大学院進学率や，論文数などに見られる研究力の
低下，高等教育への政府支出の低さと家計負担の重さ等，我が国の高等教育は多くの課題
を抱えている．これらに加え，地球規模の環境問題，所得格差の拡大，ＧＤＰの伸びの低
迷等の山積する社会的課題も踏まえ，各大学は 10年後を見据えた次のアクションを今す
ぐに執るべきである．

1. （情報戦略立案）教育や研究だけではなく，それらを支援する業務も含めた高度化
と効率化には，教職員・学生・研究者および教育プログラムや大学の執行部等のス
テイクホルダからの要求に即した情報環境の整備が不可欠である．現在のコロナ禍
において，その重要性は大学の規模に関係なく増しているが，将来を見据えた具体
的な計画や行動に繋げていく必要がある．人的リソースを有する大学が先導し，以
下の事項を含む 2030 年に向けた情報戦略とロードマップを策定し，必要なエビデ
ンスとともに各大学と共有すべきである．

• ネットワーク基盤戦略（大容量化・無線化等）

• クラウド戦略（プライベート・パブリッククラウド利用等）

• アクセス・アイデンティティマネジメント戦略（認証基盤等）

• 情報セキュリティ戦略（ゼロトラスト対応等）

• オンラインコミュニケーション戦略（音声通話等）

• 業務システム戦略（人事給与・財務会計システム等）

• データ活用支援戦略（研究データ，教育データ，大学経営データ，環境センシ
ング省エネルギー，高等教育政策へのロビーイング等）

• 教育学習支援システム戦略（LMS・教務情報システムの改善，教育プログラム
との連携による教育改善・教材開発・ICT人材育成等）

• エンドユーザアクセス戦略（端末の BYOD 化・仮想化等）

• ICT に係る人材育成戦略（リサーチエンジニアの導入，スタッフデベロプメ
ントの強化等）

• 研究支援システム戦略（HPC，AI，IoT等）

2. （集約化・共通化・協働化）情報戦略の立案に際しては，ICT 基盤・システムだけ
でなく，人的資源・開発・運用等も含めた様々な側面で集約化・共通化・協働化を
具体化すべきである．大学間での協働事業体という枠組みの構築を念頭に他大学と
の連携を強化すべきである．

3. （オープンスタンダードやオープンソースソフトウェアの推進）集約化・共通化・
協働化に向けた青写真として、組織全体の ICT環境や係る業務の共通化を実践し，
大学間で共有しつつ，オープンスタンダードやオープンソースソフトウェアの開
発・利活用への参加と知見の共有を推進すべきである．
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4. （大学経営へのインパクト評価） 情報戦略の立案においては，その拠り所となる大
学経営へのインパクトを測るための大学間で基準となる評価軸を設けるべきである．
評価軸の設計自体を商用サービスに頼るのではなく，大学間で知恵を出し合いなが
ら，共通の指標を考案すべきである．各大学は，それに基づく自己評価のもと，長
期的な財政投資計画の立案を行うべきである．

5. （サービスポートフォリオの作成） 情報戦略に基づいたサービスポートフォリオを
毎年作成し，各サービス・システムがどういう状態にあるのか，戦略・ロードマッ
プに従って評価すべきである．その結果は，学内外のステークホルダと共有すべき
である．

6. （人材強化とキャリアパス）情報環境整備に係る人的資源への投資を強化すべきで
ある．ジェネラリストとしての一般職員とは区別した長期的な人材育成ができる
「リサーチエンジニア」を新たな職制として確立し，大学全体としての情報環境の
継続的な革新のために，他大学と共同でキャリアパスを整備すべきである．

3 我が国の学術情報基盤整備に関係する政策立案者への提言

10年後を見据え，国は次の方策を今すぐに執るべきである．

1. (専門家のキャリアパス創出) クラウド時代においては，パブリッククラウドと各大
学の学内システムを効果的に組み合わせたシステムインテグレーションが重要とな
る．そのためのオープンスタンダードやオープンソースソフトウェアの開発に貢献
でき，実装も行える国際通用性のある若手リサーチエンジニアのキャリアパス創出
と人材育成を行うべきである．そのような人材の大学間・産学間・官学間での人材
流動が進むよう、待遇および制度を全国的に設計する必要がある。そして，こうし
た人材が自由闊達に研究開発に参画できるように，大学の情報環境をテストベッド
としても利用できる予算を確保すべきである．

2. (共通基盤開発体制の強化) クラウド技術の活用は，IaaS レベルから PaaS・SaaS

レベルに進展してきており，さらにパブリッククラウドと各大学の有するプライ
ベートクラウドとのハイブリッド化を推進する必要があることから，自らのニーズ
を知る大学や学術界の深い関与なく推進することは困難である．そこで，国立情報
学研究所や ICT技術に係る協働事業体等の大学横断的組織を強化し，そこに世界の
動向に明るく技術的にもレベルの高いシステムインテグレーションが可能なリサー
チエンジニアを配置・育成し，集約化・共通化・協働化を政策的に促進することが
重要である．

3. (最先端設備の産学間共同開発の実現) 現在の学術情報基盤は大規模・複雑化してい
るため，その開発や運用には産業界との連携が必須である. しかしながら，調達行
為を伴う場合，現在の産業界との連携はもっぱら発注者 (学術機関), 受注者 (産業
界)という片務的な関係に制約されている．ニーズを知り, 将来の学術情報基盤の姿
を設計する学術機関と, 開発, 実装, 保守, 運用力を持つ産業界との真の協働関係が
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築けていない. その背景には, 調達方式 (総合評価)の制約により, 既存製品を組み合
わせた以上の, ニーズに合わせたカスタマイズ, ましてや新しい技術の共同開発やそ
の失敗のリスクを伴うような調達は行い難いという事情がある. このような現状を
打破し，大規模な調達や運用に伴って新技術の開発を産学連携で行える調達制度や
ICT協働事業体のような新たな学術情報基盤整備の枠組みを築く必要がある．

4. (安定的な予算の確保と柔軟な執行の実現) 学術情報基盤整備に係る，安定的な人材
確保と研究開発への投資は，その費用対効果を最大化する．大学運営の根幹となる
学術情報基盤整備に係る予算を安定的に担保できる枠組みを構築すべきである．国
からの補正予算についても，設備等の整備だけに使途が限られているようでは，ク
ラウド時代の ICT環境整備に適切に対応できない．その原因は，予算的制約と調達
すべきものとの不整合に起因する．単年度予算の場合でもパブリッククラウドの調
達や研究開発のための業務委託契約を予算年度を越えて行えるよう，新しい予算執
行の枠組みを提供すべきである．

5. （情報環境格差是正のための投資強化）各大学の自助努力だけでは，ICT 環境格差
は拡大するばかりである．限られたリソースをうまくコーディネートし，大学間の
ICT 格差を是正できる学術情報基盤整備に向けた体制作りを国家レベルで先導する
ための投資を強化すべきである．その方策としては，大学情報環境の集約化・共通
化・協働化が推進されるように，共同利用施設への個別投資だけでなく，大学共同
利用機関への重点的な投資が必要である．

以上．
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